
静岡県環境審議会　委員一覧

（令和２年８月１日～令和４年７月31日）

企
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質
公
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鳥
獣
温
泉
希
少

浅見 佳世 常葉大学社会環境学部　准教授 ○ ○ ○ ×

荒巻 太枝子 静岡県シェアリングネイチャー協会　理事長 ○ ×

井上 隆夫 一般社団法人静岡県環境資源協会　事務局長 ○ ○

小野寺 郷子
一般社団法人会議ファシリテーター普及協会 副代表理
事

○ ○

亀井 暁子 静岡文化芸術大学デザイン学部　教授 ○ ○ ×

木村 浩之 静岡大学学術院理学領域　教授 ○ ○ ○

小杉 充伸 静岡県環境保全協会　副会長　　　　　　 　 ○ web

小杉山 晃一 常葉大学社会環境学部　准教授  ○ ◎ ○ web

小南 陽亮 静岡大学学術院教育学領域　教授   ○ ○ web

近藤 多美子 (株)環境アセスメントセンター　調査計画部長補佐 ○ ○ ○ web

杉山 和陽 静岡県農業協同組合中央会　農政営農部長 ○ ×

千賀 康弘 東海大学　名誉教授 ◎ ○ ×

谷 幸則 静岡県立大学食品栄養科学部　教授 ○ web

名倉 光子 特定非営利活動法人とうもんの会　理事長 ○ ○

野田 三千代 海藻おしば協会　会長　　   　 ○ ×

伴　卓 静岡県議会危機管理くらし環境委員長 ○ ◎ ○

藤井 節子 静岡県消費者団体連盟　理事　 　　　 ○ web

藤川 格司 常葉大学　名誉教授    ○ ○

牧野 正和 静岡県立大学食品栄養科学部　教授 ○ ○

望月 鉄彦 静岡県森林組合連合会　代表理事常務 ○ ○ ×

（敬称略、五十音順）
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静岡県環境審議会　特別委員一覧
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稲葉　大輔 舘山寺温泉旅館組合長 ○

猪股　英史 林野庁静岡森林管理署長 ○ ○

大橋　良輔 経済産業省関東経済産業局資源エネルギー環境部長 ○

勝又　立雄 日本野鳥の会東富士支部事務局 ○

金澤　俊二郎 一般社団法人静岡県猟友会会長 ○

小泉　透 国立研究開発法人森林研究・整備機構フェロー ○

定居　康夫 稲取温泉組合組合長 ○

佐藤　元昭 静岡県温泉協会熱海支部支部長 ○

澤井　謙二 静岡県立森林公園ビジターセンター副館長 ○ ○

杉山　靖 伊豆温泉組合理事 ○

鈴木　基文 静岡県温泉協会修善寺支部天城分会長 ○

清　邦彦 日本鱗翅学会会員 ○

髙瀬　進 静岡県漁業協同組合連合会指導部長兼漁業振興課長 ○

林　正道 国土交通省中部地方整備局企画部長 ○ ○ ○

益子　保 公益財団法人中央温泉研究所所長 ○

宮崎　一夫 遠州自然研究会事務局担当理事 ○ ○

望月　孝之 寸又峡美女づくりの湯観光事業協同組合代表理事 ○

山本　諒 一般社団法人伊東温泉組合代表理事 ○

（敬称略、五十音順）

所　属　部　会

氏　　名 職業、役職等



令和４年度第１回静岡県環境審議会　県側出席者一覧

氏 名

光信 紀彦

村松 俊明

渡邉 光喜

宮崎 和之

伊藤 晃

環境局長 杉本 昌一

環境政策課長 清 真人

環境ふれあい課長 諸田 僚

自然保護課長 中山 淳也

鳥獣捕獲管理室長 佐々木 裕之

富士山・南アルプス保全室長 上家 信

廃棄物リサイクル課長 片山 広文

生活環境課長 大坪 政夫

水資源課長 太田 千博

盛土対策課長 望月 満

健康福祉部 生活衛生局 衛生課長 太田 智恵子

所　　属　・　職　　名

くらし・環境部理事
（水資源担当）

くらし・環境部参事
（生活環境・安全担当）

くらし・環境部参事
（南アルプス担当）

くらし・環境部参事
（南アルプス自然保護担当）

くらし・環境部参事
（自然共生担当）

く
ら
し
･
環
境
部

環境局



令和4年度第1回環境審議会　座席表
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○ 静岡県環境審議会条例 
 

平成6年7月22日 
条例第23号 

静岡県環境審議会条例をここに公布する。 
静岡県環境審議会条例 
 

(趣旨) 
第1条 この条例は、環境基本法(平成5年法律第91号)第43条第2項及び自然環境保全法(昭
和47年法律第85号)第51条第3項の規定に基づき、静岡県環境審議会(以下「審議会」とい

う。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
(一部改正〔平成13年条例1号〕) 
 

(組織) 
第2条 審議会は、委員30人以内で組織する。 
2 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

(1) 県議会の議員 
(2) 学識経験のある者 
(3) 関係行政機関の職員 

3 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員を置くこと

ができる。 
4 特別委員は、学識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから、知事が任命する。 
 

(任期) 
第3条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 
2 委員は、再任されることができる。 
3 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。 
 

(会長及び副会長) 
第4条 審議会に会長及び副会長2人を置く。 
2 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 
3 会長は、会務を総理する。 
4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、あらかじめ会長の定めた順序に

よりその職務を代理する。 
 



 

(部会) 
第5条 審議会は、必要があるときは、部会を置くことができる。 
2 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。 
3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 
4 部会長は、部会の事務を掌理する。 
5 審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とすることが

できる。 
(一部改正〔平成13年条例1号〕) 
 

(会議) 
第6条 審議会は会長が、部会は部会長が招集する。 
2 審議会又は部会は、委員及び議事に関係のある特別委員の過半数の出席がなければ、

会議を開き、議決をすることができない。 
3 審議会又は部会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数を

もって決し、可否同数のときは、会長又は部会長の決するところによる。 
 

(意見の聴取等) 
第7条 会長又は部会長は、必要があると認めるときは、専門的事項に関し学識経験のあ

る者及び関係人に対し、審議会又は部会への出席を求め、その意見を聴取し、又は説明

を求めることができる。 
 

(幹事) 
第8条 審議会に、必要があるときは、幹事を置くことができる。 
2 幹事は、県の職員のうちから、知事が任命する。 
3 幹事は、審議会の所掌事務について、委員及び特別委員を補佐する。 
 

(庶務) 
第9条 審議会の庶務は、くらし・環境部において処理する。 

(一部改正〔平成7年条例1号・9年1号・14年2号・19年1号・22年4号〕) 
 

(委任) 
第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。 
 

附 則 
(施行期日) 

1 この条例は、平成6年8月1日から施行する。 



 

(静岡県公害防止条例の一部改正) 
2 静岡県公害防止条例(昭和46年静岡県条例第3号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
 

附 則(平成7年3月20日条例第1号抄) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成7年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成9年3月28日条例第1号抄) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成9年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成13年3月28日条例第1号) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成13年9月1日から施行する。 
(経過措置) 

2 この条例の施行後最初に選任される委員の任期は、第3条第1項本文の規定にかかわら

ず、平成14年7月31日までとする。 
(静岡県立自然公園条例の一部改正) 

3 静岡県立自然公園条例(昭和36年静岡県条例第53号)の一部を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 

(静岡県自然環境保全条例の一部改正) 
4 静岡県自然環境保全条例(昭和48年静岡県条例第9号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
 

附 則(平成14年3月28日条例第2号抄) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成14年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成19年3月20日条例第1号) 
この条例は、平成19年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成22年3月26日条例第4号抄) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成22年4月1日から施行する。 
 


